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有価証券報告書提出予定日 平成22年３月31日

(百万円未満切捨て)

1.21年12月期の連結業績（平成21年１月１日～平成21年12月31日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期 46,957 △10.1 591 △35.8 773 △10.9 △370 ―

20年12月期 52,207 1.6 921 1.4 868 △22.0 △1,129 ―

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年12月期 △７ 49 ― ― △1.4 1.4 1.3

20年12月期 △22 75 ― ― △4.1 1.5 1.8

(参考) 持分法投資損益 21年12月期 △７百万円 20年12月期 ─百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期 54,779 26,611 48.4 536 93

20年12月期 56,634 26,412 46.5 531 04

(参考) 自己資本 21年12月期 26,530百万円 20年12月期 26,340百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年12月期 933 △616 △801 1,137

20年12月期 1,813 1,568 △3,990 1,610

2. 配当の状況

１株当り配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
(連結)

純資産
配当率 
(連結)(基準日) 期末 年間

円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年12月期 ８ 00 ８ 00 396 ─ 1.4

21年12月期 ８ 00 ８ 00 395 ― 1.5

22年12月期(予想) ８ 00 ８ 00 ― 30.5 ―

3.22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 22,000 △1.3 450 153.3 550 60.0 450 ― ９ 09

通 期 47,000 0.1 1,500 153.7 1,550 100.3 1,300 ― 26 26



















































(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

※１ 低価基準によるたな卸資産の評価減について

 原材料の低価基準による評価5,087千円は、売上

原価に算入しております。

―――――

――――― ※２ 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下げ額

売上原価 961千円

特別損失 103,242千円

※３ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運搬費 2,934,495千円

販売手数料及び促進費 50,327千円

貸倒引当金繰入 4,213千円

報酬及び給料手当 2,154,403千円

賞与引当金繰入 126,857千円

退職給付費用 134,560千円

福利厚生費 293,597千円

賃借料 206,249千円

減価償却費 54,411千円

試験研究費 262,779千円

※３ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

運搬費 2,610,435千円

販売手数料及び促進費 43,016千円

報酬及び給料手当 2,140,547千円

賞与引当金繰入 122,442千円

退職給付費用 164,622千円

福利厚生費 273,469千円

賃借料 188,776千円

減価償却費 52,360千円

のれん償却額 30,519千円

試験研究費 212,673千円

※４ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は262,779千円

であります。

※４ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は212,673千円

であります。

※５ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 269,178千円

機械装置及び運搬具 4,668千円

土地 1,712,918千円

計 1,986,764千円
 

※５ 固定資産売却益の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 13,704千円

土地 2,459,641千円

計 2,473,345千円

※６ 固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 2,802千円

土地 11,911千円

計 14,714千円

※６ 固定資産売却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

機械装置及び運搬具 294千円

その他の有形固定資産 203千円

計 497千円

※７ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 5,150千円

機械装置及び運搬具 21,212千円

その他の有形固定資産 9,929千円

撤去費用 26,547千円

計 62,840千円

※７ 固定資産除却損の主な内容は、次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 2,119千円

機械装置及び運搬具 16,141千円

その他の有形固定資産 3,772千円

撤去費用 24,304千円

計 46,337千円

 

※８ 特別損失のその他の主な内訳は、次のとおりであ

ります。

印紙税過怠金 98,839千円

クレーム処理費用 23,536千円

建物名義変更登記費用 19,785千円

役員保険金解約損 3,213千円
 

※８ 特別損失のその他の主な内訳は、次のとおりであ

ります。 

過年度修正損 17,643千円

工事中止による損害金 3,988千円

リース解約損 3,914千円

土壌調査費用 1,200千円



 
  

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

――――― ※９ 拠点統廃合等の合理化策により発生した費用およ

び収益について事業再編損として表示しており

ます。なお、内容としては以下のものが含まれ

ております。

固定資産撤去費用 321,310千円

特別退職金 298,364千円

固定資産除却損 290,415千円

減損損失 154,747千円

工場閉鎖費用 138,492千円

固定資産売却損 79,551千円

工場開設費用 46,231千円

臨時償却 28,788千円

移転保証金収入 △404,670千円

固定資産売却益 △31,979千円

 

※10 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

事業用資産
愛知県他 
(７事業所)

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、その
他の有形固
定資産

528,881

その他 ─ のれん 123,000

合   計 651,881

※10 減損損失

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 減損損失(千円)

事業用資産
神奈川県
(１事業所)

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、その
他の有形固
定資産

38,533

賃貸用資産
愛知県
(１箇所)

土地 116,214

合   計  154,747

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位にもとづき資産の用途により、事業用資産について

は主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用資

産については物件単位で、資産のグルーピングを行って

おります。 

 事業用資産は、営業活動から生ずるキャッシュ・フロ

ーが継続してマイナスとなっている事業所について、減

損処理の要否を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失として計上しております。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フローを3.1％で割り

引いて算定しております。 

 減損損失の内訳は以下のとおりです。 

・事業用資産 528,881千円 

 (内訳は建物及び構築物 141,119千円、 

  機械装置及び運搬具 382,493千円、 

  その他の有形固定資産 5,268千円） 

・その他 123,000千円 

 （内訳はのれん 123,000千円）

 当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位にもとづき資産の用途により、事業用資産について

は主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用資

産については物件単位で、資産のグルーピングを行って

おります。 

 事業用資産は、営業活動から生ずるキャッシュ・フロ

ーが継続してマイナスとなっている事業所について、減

損処理の要否を検討し、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失として計上しております。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は、使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フローを割り引いて算

定しております。 

 減損損失の内訳は以下のとおりです。 

・事業用資産 38,533千円 

 (内訳は建物及び構築物 27,434千円、 

  機械装置及び運搬具 10,381千円、 

  その他の有形固定資産 717千円） 

・賃貸用資産 116,214千円 

 （内訳は土地 116,214千円）



 
  

   
（変動事由の概要） 

 増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議に基づく自己株式の買取による増加 125,000株 

  単元未満株式の買取りによる増加         26,684株 

  単元未満株式の売渡しによる減少          2,384株 

  ストック・オプションの権利行使による減少    10,000株 
  

ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度末残高    68,188千円 

  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,612,959 ― ― 51,612,959

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,871,954 151,684 12,384 2,011,254

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月22日 
定時株主総会

普通株式 547,151 11 平成19年12月31日 平成20年３月12日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年１月23日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 396,813 ８ 平成20年12月31日 平成21年３月11日



 
  

   
（変動事由の概要） 

 増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

  取締役会決議に基づく自己株式の買取による増加 183,000株 

  単元未満株式の買取りによる増加         29,969株 

  単元未満株式の売渡しによる減少          3,929株 

  ストック・オプションの権利行使による減少    18,000株 
  

ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度末残高    76,992千円 

  

 
  

 
  

 

当連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 51,612,959 ― ― 51,612,959

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,011,254 212,969 21,929 2,202,294

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年１月23日 
取締役会

普通株式 396,813 ８ 平成20年12月31日 平成21年３月11日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年２月12日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 395,285 ８ 平成21年12月31日 平成22年３月15日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,624,256千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 13,820千円

現金及び現金同等物 1,610,436千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,177,807千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 40,470千円

現金及び現金同等物 1,137,337千円



  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 包装材関連事業……段ボールシート、段ボールケース、印刷紙器、美粧段ボールケース、 

オフセット印刷物、プラスチックフィルム、機械設備の販売等 

(2) 不動産賃貸事業……不動産の賃貸 

(3) 製版事業   ……製版 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,189,129千円であり、その主なも

のは、当社本社の経理部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,140,806千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

５ 連結財務諸表作成の基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項 (2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 (追加情報)」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、平成19年度の法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間で均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

この変更により、従来の方法に比べ営業費用は「包装材関連事業」について70,023千円、「不動産賃貸事

業」について1,777千円、「全社」について238千円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しており

ます。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)

包装材 
関連事業 
(千円)

不動産
賃貸事業 
(千円)

製版事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

51,870,799 336,244 942 52,207,986 ― 52,207,986

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 633,539 524,880 1,158,419 (1,158,419) ―

計 51,870,799 969,783 525,823 53,366,406 (1,158,419) 52,207,986

営業費用 50,577,854 175,200 502,461 51,255,516 31,259 51,286,775

営業利益 1,292,945 794,582 23,361 2,110,889 (1,189,678) 921,211

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 35,010,530 7,276,685 188,266 42,475,482 14,159,265 56,634,748

減価償却費 1,178,301 46,633 10,039 1,234,973 3,739 1,238,713

減損損失 651,881 ― ― 651,881 ― 651,881

資本的支出 4,241,941 ― 1,488 4,243,429 5,500 4,248,929



  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品等 

(1) 包装材関連事業……段ボールシート、段ボールケース、印刷紙器、美粧段ボールケース、 

オフセット印刷物、プラスチックフィルム、機械設備の販売等 

(2) 不動産賃貸事業……不動産の賃貸 

(3) 製版事業   ……製版 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,056,245千円であり、その主なも

のは、当社本社の経理部等管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、13,145,883千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

５ 会計方針の変更 

 (「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用) 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号 平成18年５

月17日)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

 これに伴い、「包装材関連事業」に与える影響は軽微であり、「不動産賃貸事業」、「製版事業」および

「全社」に与える影響はありません。 

 (たな卸資産の評価に関する会計基準) 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ 会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の

評価基準及び評価方法 ③たな卸資産に記載のとおり、従来、主として総平均法に基づく原価法または個別

法に基づく原価法によっておりましたが、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業

会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)が適用されたことに伴い、主として総平均法に基づく原価法ま

たは個別法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定

しております。 

 この変更により、従来の方法に比べ当連結会計年度の営業利益は「包装材関連事業」について961千円減

少しております。なお、「不動産賃貸事業」、「製版事業」および「全社」への影響はありません。 

当連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

包装材 
関連事業 
(千円)

不動産
賃貸事業 
(千円)

製版事業
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

46,626,847 329,132 1,777 46,957,756 ― 46,957,756

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 394,996 70,072 465,068 (465,068) ―

計 46,626,847 724,128 71,849 47,422,824 (465,068) 46,957,756

営業費用 45,532,876 137,180 110,396 45,780,453 585,949 46,366,403

営業利益又は 
営業損失(△)

1,093,970 586,948 △38,547 1,642,371 (1,051,017) 591,353

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的支出

資産 36,379,591 6,125,812 ― 42,505,403 12,274,205 54,779,608

減価償却費 1,738,886 52,747 ― 1,791,633 2,888 1,794,522

減損損失 38,533 131,944 ― 170,477 (15,730) 154,747

資本的支出 5,888,800 ― ― 5,888,800 (582,851) 5,305,949



 (リース取引に関する会計基準) 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)平成19年３月

30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18

日(日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が当連結会計年度の連結財務諸表から

適用することができることになったことに伴い、当連結会計年度からこれらの会計基準等を適用し、通常の

売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。なお、リース開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。 

 これらの適用に伴い、「包装材関連事業」に与える影響は軽微であり、「不動産賃貸事業」、「製版事

業」および「全社」に与える影響はありません。 

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

同上 

  

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

同上 

  

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)

当連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)

当連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)



  

 
(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこと

としております。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について投資有価証券

評価損918,231千円を計上しております。 

  

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容(平成20年12月31日) 

  

 
  

  

(有価証券関係)

前連結会計年度(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成20年12月31日)

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
  取得原価を超えるもの

株式 8,152,403 10,916,376 2,763,973

債券 ― ― ―

小計 8,152,403 10,916,376 2,763,973

(2) 連結貸借対照表計上額が
  取得原価を超えないもの

株式 1,672,059 1,268,106 △403,953

債券 3,200,000 2,564,585 △635,415

その他 996 996 ―

小計 4,873,055 3,833,687 △1,039,368

合計 13,025,459 14,750,064 1,724,604

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

20,228 10,169 ―

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 198,733

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年12月31日)

区分
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超 
(千円)

債券 ― ― 3,200,000

計 ― ― 3,200,000



  

 
(注) 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこと

としております。なお、当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について投資有価証券

評価損359,840千円を計上しております。 

  

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容(平成21年12月31日) 

  

 
  

該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成21年12月31日)

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
  取得原価を超えるもの

株式 8,323,622 11,962,380 3,638,757

小計 8,323,622 11,962,380 3,638,757

(2) 連結貸借対照表計上額が
  取得原価を超えないもの

株式 1,172,093 1,071,711 △100,381

小計 1,172,093 1,071,711 △100,381

合計 9,495,715 13,034,091 3,538,376

２ 前連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

2,228,277 3,753 998,900

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 189,095

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成21年12月31日)



  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
２ １株当たり当期純損失金額(△)および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 
１株当たり純資産額 531.04円 １株当たり純資産額 536.93円

 
１株当たり当期純損失金額(△) △22.75円 １株当たり当期純損失金額(△) △7.49円

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

金額

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額に

ついては、１株当たり

当期純損失であるため

記載しておりません。

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

金額

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純

損失であるため記載して

おりません。

項目
前連結会計年度

(平成20年12月31日)
当連結会計年度

(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 26,412,562 26,611,311

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

72,221 81,046

(うち少数株主持分) (4,032) (4,054)

(うち新株予約権) (68,188) (76,992)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 26,340,341 26,530,264

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

49,601 49,410

項目
前連結会計年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり当期純損失金額

当期純損失(△)(千円) △1,129,888 △370,527

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △1,129,888 △370,527

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,673 49,501

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(千株) ― ―

 (うち新株予約権) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益金額の算定に含め
なかった潜在株式の概要

新株予約権
普通株式 266千株
なお、付与数については

株式数に換算して記載して
おります。

新株予約権
普通株式 296千株
なお、付与数については

株式数に換算して記載して
おります。



該当事項はありません。 

  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプ

ション等および企業結合等に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大

きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(重要な後発事象)

(開示の省略)



５【財務諸表等】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,082 58,934

受取手形 ※1  2,878,340 ※1  2,376,475

売掛金 9,311,442 8,582,548

商品及び製品 － 67,587

仕掛品 － 7,882

原材料及び貯蔵品 － 96,709

短期貸付金 ※2  735,000 ※2  2,811,000

その他 387,369 589,629

貸倒引当金 △87,000 △47,000

流動資産合計 13,255,235 14,543,769

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,871,019 5,692,988

減価償却累計額 △719,857 △883,080

建物（純額） 1,151,161 4,809,908

構築物 66,658 314,648

減価償却累計額 △43,007 △75,286

構築物（純額） 23,650 239,361

機械及び装置 － 3,084,478

減価償却累計額 － △433,059

機械及び装置（純額） － 2,651,418

車両運搬具 13,613 54,607

減価償却累計額 △6,195 △21,925

車両運搬具（純額） 7,418 32,681

工具、器具及び備品 60,961 213,340

減価償却累計額 △46,054 △106,404

工具、器具及び備品（純額） 14,907 106,936

リース資産 － 47,948

減価償却累計額 － △5,281

リース資産（純額） － 42,666

土地 8,497,288 7,549,284

建設仮勘定 2,667,908 －

有形固定資産合計 12,362,334 15,432,258

無形固定資産   

借地権 79,603 73,206

ソフトウエア 12,370 35,178

電話加入権 1,049 4,230

無形固定資産合計 93,024 112,615



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 14,750,276 13,020,962

関係会社株式 3,363,500 1,978,364

出資金 280 478,461

関係会社出資金 576,075 576,075

長期貸付金 13,511 9,189

破産更生債権等 200,006 192,896

長期前払費用 6,265 30,087

敷金及び保証金 197,094 252,709

その他 41,896 31,480

貸倒引当金 △259,646 △248,271

投資その他の資産合計 18,889,261 16,321,956

固定資産合計 31,344,619 31,866,829

資産合計 44,599,855 46,410,598

負債の部   

流動負債   

支払手形 － ※1  561,867

買掛金 ※2  3,005,561 ※2  3,617,625

短期借入金 5,896,000 4,720,000

1年内返済予定の長期借入金 － 187,500

未払金 ※2  1,911,728 ※2  2,348,026

未払費用 535,217 551,014

未払法人税等 392,726 18,621

未払消費税等 50,527 －

預り金 49,910 68,891

賞与引当金 81,430 138,430

関係会社事業損失引当金 － 2,768,000

その他 217,310 68,874

流動負債合計 12,140,413 15,048,850

固定負債   

長期借入金 － 812,500

長期未払金 62,413 74,414

繰延税金負債 1,251,797 2,605,103

退職給付引当金 407,144 418,666

長期預り保証金 79,100 78,000

リース債務 － 45,124

固定負債合計 1,800,455 4,033,809

負債合計 13,940,868 19,082,659



(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年12月31日) 

当事業年度 
(平成21年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金   

資本準備金 16,986,679 16,986,679

資本剰余金合計 16,986,679 16,986,679

利益剰余金   

利益準備金 1,246,759 1,246,759

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 813,978 1,798,306

別途積立金 9,160,000 9,160,000

繰越利益剰余金 △1,693,301 △7,034,726

利益剰余金合計 9,527,437 5,170,339

自己株式 △969,432 △1,022,960

株主資本合計 29,544,684 25,134,058

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,046,114 2,116,888

評価・換算差額等合計 1,046,114 2,116,888

新株予約権 68,188 76,992

純資産合計 30,658,987 27,327,938

負債純資産合計 44,599,855 46,410,598



(2)【損益計算書】 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高   

商品売上高 35,798,407 31,843,871

不動産賃貸収入 969,783 724,128

売上高合計 36,768,190 32,567,999

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 － －

当期製品製造原価 － ※2  6,045,431

当期製品仕入高 ※2  33,075,364 ※2  23,690,438

製品期末たな卸高 － 67,587

合計 33,075,364 29,668,282

不動産賃貸原価 175,200 137,180

売上原価合計 33,250,565 29,805,463

売上総利益 3,517,625 2,762,536

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 － 333,225

販売手数料 39,505 40,071

交際費 67,953 40,263

旅費及び交通費 150,930 103,833

報酬及び給料手当 1,169,107 1,219,945

賞与引当金繰入額 81,430 73,444

退職給付費用 100,536 114,210

福利厚生費 221,069 170,740

賃借料 153,675 115,248

減価償却費 6,116 9,807

試験研究費 ※1  335,352 ※1  245,962

租税公課 23,033 51,987

事業税 51,000 43,000

雑費 401,131 386,427

販売費及び一般管理費合計 2,800,841 2,948,167

営業利益又は営業損失（△） 716,783 △185,631

営業外収益   

受取利息 26,085 29,936

受取配当金 ※3  235,338 ※3  310,024

有価証券利息 35,979 19,778

為替差益 － 27,609

雑収入 25,597 35,269

営業外収益合計 323,001 422,617



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業外費用   

支払利息 91,931 66,686

為替差損 169,164 －

雑損失 13,040 19,128

営業外費用合計 274,135 85,815

経常利益 765,649 151,170

特別利益   

貸倒引当金戻入額 28,779 42,103

固定資産売却益 ※4  1,712,918 ※4  2,459,849

投資有価証券売却益 64 2,697

その他 － 4,431

特別利益合計 1,741,762 2,509,081

特別損失   

固定資産売却損 ※5  54,536 －

投資有価証券売却損 － 998,900

固定資産除却損 ※6  300 ※6  231

投資有価証券評価損 910,189 353,933

関係会社株式評価損 662,000 1,392,636

事業再編損 － ※7, ※8  3,030,522

会員権評価損 3,500 600

貸倒引当金繰入額 14,690 －

環境対策費 436,877 16,538

その他 5,723 23,220

特別損失合計 2,087,816 5,816,581

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 419,595 △3,156,328

法人税、住民税及び事業税 446,000 16,784

過年度法人税等 － 134,507

法人税等調整額 884,687 647,518

法人税等合計 1,330,687 798,811

当期純損失（△） △911,092 △3,955,140



(3)【株主資本等変動計算書】 
(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,000,000 4,000,000

当期末残高 4,000,000 4,000,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 16,986,679 16,986,679

当期末残高 16,986,679 16,986,679

資本剰余金合計   

前期末残高 16,986,679 16,986,679

当期末残高 16,986,679 16,986,679

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,246,759 1,246,759

当期末残高 1,246,759 1,246,759

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 － 813,978

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 － △55,394

固定資産圧縮積立金の積立 813,978 1,039,721

当期変動額合計 813,978 984,327

当期末残高 813,978 1,798,306

別途積立金   

前期末残高 9,160,000 9,160,000

当期末残高 9,160,000 9,160,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 582,296 △1,693,301

当期変動額   

剰余金の配当 △547,151 △396,813

当期純利益 △911,092 △3,955,140

自己株式の処分 △3,376 △5,143

固定資産圧縮積立金の取崩 － 55,394

固定資産圧縮積立金の積立 △813,978 △1,039,721

当期変動額合計 △2,275,598 △5,341,424

当期末残高 △1,693,301 △7,034,726

利益剰余金合計   

前期末残高 10,989,056 9,527,437

当期変動額   

剰余金の配当 △547,151 △396,813



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当期純利益 △911,092 △3,955,140

自己株式の処分 △3,376 △5,143

当期変動額合計 △1,461,619 △4,357,097

当期末残高 9,527,437 5,170,339

自己株式   

前期末残高 △917,071 △969,432

当期変動額   

自己株式の取得 △58,393 △63,939

自己株式の処分 6,031 10,411

当期変動額合計 △52,361 △53,528

当期末残高 △969,432 △1,022,960

株主資本合計   

前期末残高 31,058,665 29,544,684

当期変動額   

剰余金の配当 △547,151 △396,813

当期純利益 △911,092 △3,955,140

自己株式の取得 △58,393 △63,939

自己株式の処分 2,655 5,267

当期変動額合計 △1,513,980 △4,410,625

当期末残高 29,544,684 25,134,058

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,802,742 1,046,114

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △756,627 1,070,773

当期変動額合計 △756,627 1,070,773

当期末残高 1,046,114 2,116,888

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,802,742 1,046,114

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △756,627 1,070,773

当期変動額合計 △756,627 1,070,773

当期末残高 1,046,114 2,116,888

新株予約権   

前期末残高 29,925 68,188

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 38,263 8,803

当期変動額合計 38,263 8,803

当期末残高 68,188 76,992



(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年１月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

純資産合計   

前期末残高 32,891,332 30,658,987

当期変動額   

剰余金の配当 △547,151 △396,813

当期純利益 △911,092 △3,955,140

自己株式の取得 △58,393 △63,939

自己株式の処分 2,655 5,267

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △718,364 1,079,577

当期変動額合計 △2,232,345 △3,331,048

当期末残高 30,658,987 27,327,938



該当事項はありません。 

(4)【継続企業の前提に関する注記】



  

(5)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1)子会社株式・関連会社株式 

           …移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  (1)子会社株式・関連会社株式

同左

  (2)その他有価証券

    時価のあるもの…決算末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定しております。)

  (2)その他有価証券

    時価のあるもの…同左

    時価のないもの…移動平均法による原価法     時価のないもの…同左

―――――

   

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・・・総平均法に基づく原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

仕掛品・・個別法に基づく原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による

簿価切下げの方法により算定)

原材料・・総平均法に基づく低価法

(会計方針の変更) 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)

を適用しております。 

 これに伴い、従来の方法によった場合に比べ、経常

利益が16,859千円減少し、営業損失および税引前当期

純損失が同額増加しております。

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産

    建物………………定額法

その他の有形 
固定資産

……定率法

   主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 15～45年

３ 固定資産の減価償却の方法 

  (1)有形固定資産

(リース資産を除く)

同左

  (2)無形固定資産………定額法   (2)無形固定資産………同左

(リース資産を除く)

―――――   (3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年12月31日以

前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。



 

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

４ 引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準 

  (1)貸倒引当金

同左

  (2)賞与引当金

    従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込

額の当事業年度に対応する額を計上しておりま

す。

  (2)賞与引当金

同左

  (3)退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)によ

る按分額を費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

  (3)退職給付引当金

同左

 

―――――   (4)関係会社事業損失引当金

    子会社との合併に伴い発生する損失を計上して

おり、費用処理については「事業再編損」に含め

て表示しております。

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

―――――

６ ヘッジ会計の方法

  (1)ヘッジ会計の方法

    金利スワップについて特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理によっております。

６ ヘッジ会計の方法

  (1)ヘッジ会計の方法

同左

 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

    当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりであります。

   (ヘッジ手段)

    金利スワップ取引

   (ヘッジ対象)

    借入金の利息

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  (3)ヘッジ方針

 金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしてお

ります。

  (3)ヘッジ方針

同左

  (4)ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

  (4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ 消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。

６ 消費税等の会計処理方法

同左



 
  

 

(重要な会計方針の変更)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

――――― (リース取引に関する会計基準等) 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当時事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月

17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改

正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本

公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30日

改正))を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年12月31日以前のものに

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 これらの適用に伴う、営業損失、経常利益および税引

前当期純損失に与える影響はいずれも軽微であります。

(表示方法の変更)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

(損益計算書) ―――――

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「雑費」

に含めておりました「法定福利費」(前事業年度183,120

千円)については、表示科目の合理性を検討した結果、

当事業年度より販売費及び一般管理費の「福利厚生費」

に含めて表示しております。

 



  

 

(6)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成20年12月31日)

当事業年度 
(平成21年12月31日)

 

※１ 期末日満期手形の会計処理

   決算期末日満期手形の会計処理は、手形交換日を

もって行っております。

   なお、当事業年度の末日は金融機関が休日のた

め、当期末日満期手形が次の科目に含まれていま

す。

受取手形 269,137千円

※１ 期末日満期手形の会計処理

   決算期末日満期手形の会計処理は、手形交換日を

もって行っております。

   なお、当事業年度の末日は金融機関が休日のた

め、当期末日満期手形が次の科目に含まれていま

す。

受取手形 178,762千円

支払手形 1,728千円

 

※２ 関係会社項目

   関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

   流動資産

 短期貸付金 265,000千円

   流動負債

 買掛金 2,983,335千円

 未払金 541,379千円

 

※２ 関係会社項目

   関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。

   流動資産

 短期貸付金 2,811,000千円

   流動負債

 買掛金 2,085,109千円

 未払金 539,814千円

 

 ３ 保証債務

  (1)下記関係会社の、金融機関からの借入等に対し、

債務保証を行っております。

蘇州太陽包装有限公司 331,684千円
(3,643千USドル)

45,954千円
(3,450千中国元)

NIPPON HI-PACK 
(MALAYSIA)SDN.BHD.

22,757千円
(250千USドル)

26,212千円
(1,002千マレーシア

リンギット)
DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD. 64,613千円

(12,400百万
ベトナムドン)

317,068千円
(3,584千USドル)

 上記の外貨建保証債務は決算日の為替相場により

円換算しております。

  (2)営業取引に対する保証

大日本紙業㈱ 60,219千円

日本ハイパック㈱ 22,724千円

 

 

 ３ 保証債務

  (1)下記関係会社の、金融機関からの借入等に対し、

債務保証を行っております。

蘇州太陽包装有限公司 239,027千円
(2,595千USドル)

NIPPON HI-PACK
(MALAYSIA)SDN.BHD.

22,520千円
(840千マレーシア

リンギット)
DYNAPAC(HANOI)CO.,LTD. 24,977千円

(5,000百万
ベトナムドン)

409,346千円
(4,567千USドル)

 上記の外貨建保証債務は決算日の為替相場により

円換算しております。

  (2)営業取引に対する保証

大日本紙業㈱ 17,872千円

日本ハイパック㈱ 7,683千円



  

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

※１ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおり

であります。

335,352千円

※１ 研究開発費の総額

 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおり

であります。

245,962千円

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

商品仕入高 33,074,761千円

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

商品仕入高 25,786,429千円

※３ 関係会社に係る営業外収益

受取配当金 79,554千円

※３ 関係会社に係る営業外収益

受取配当金 150,704千円

 

※４ 固定資産売却益

土地 1,712,918千円

※４ 固定資産売却益

車両運搬具 208千円

土地 2,459,641千円

計 2,459,849千円

※５ 固定資産売却損の内訳

土地 54,536千円

―――――

※６ 固定資産除却損の内訳

撤去費用 300千円

※６ 固定資産除却損の内訳

工具器具備品 231千円

――――― ※７ 合併等の合理化策により発生した費用について事

業再編損として表示しております。なお、内容と

して以下のものが含まれております。

関係会社事業損失引当金 

繰入額
2,768,000千円

減損損失 131,944千円

特別退職金 58,753千円

工場開設費用 46,831千円

工場閉鎖費用 14,182千円

臨時償却 10,809千円



 
  

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

―――――

 

※８ 減損損失

   当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

用途 場所 種類
減損損失 

(千円)

賃貸用資産
愛知県 

春日井市
土地 116,214

賃貸用資産
東京都 

中央区
土地 15,730

合計 131,944

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位

に基づき資産の用途により、事業用資産については

主に独立した会計単位である事業所単位で、賃貸用

資産および遊休資産については物件単位で、資産の

グルーピングを行っております。 

 事業用資産は、営業活動から生ずるキャッシュ・

フローが継続してマイナスとなっている事業所につ

いて、賃貸用資産および遊休資産は、地価が下落し

ている物件について、減損処理の要否を検討し、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として

計上しております。 

 なお、事業用資産および賃貸用資産の回収可能価

額は、使用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを割り引いて算定しております。また、

遊休資産の回収可能価額は、不動産鑑定士による評

価額をもとに正味売却価額により測定しておりま

す。 

 減損損失の内訳は以下のとおりです。 

・賃貸用資産 131,944千円 

 (内訳は土地131,944千円)



 
 （変動事由の概要） 

  増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議に基づく自己株式の買取による増加   125,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加            26,684株 

   単元未満株式の売渡しによる減少            2,384株 

   ストック・オプションの権利行使による減少      10,000株 

  

 
 （変動事由の概要） 

  増加数および減少数の内訳は、次のとおりであります。 

   取締役会決議に基づく自己株式の買取による増加   183,000株 

   単元未満株式の買取りによる増加            29,969株 

   単元未満株式の売渡しによる減少            3,929株 

   ストック・オプションの権利行使による減少      18,000株 

  

当社は、平成22年２月12日開催の取締役会において、平成22年７月１日付けで、当社を存続会社

とし当社の連結子会社である大日本紙業㈱、日本ハイパック㈱、東日本ハイパック㈱および新日本

ハイパック㈱を吸収合併することについて決議しております。 

 なお、当合併の詳細につきましては「５個別財務諸表 (重要な後発事象)」に記載のとおりであ

ります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自 平成20年１月１日 至 平成20年12月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 1,871,954 151,684 12,384 2,011,254

当事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 2,011,254 212,969 21,929 2,202,294

(企業結合等関係)



  

 
(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
２ １株当たり当期純損失金額(△)および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

 
１株当たり純資産額 616.73円 １株当たり純資産額 551.52円

 
１株当たり当期純損失金額(△) △18.34円 １株当たり当期純損失金額(△) △79.90円

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、１株

当たり当期純損失で

あるため記載してお

りません。

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額については、１株

当たり当期純損失で

あるため記載してお

りません。

項目
前事業年度

(平成20年12月31日)
当事業年度

(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 30,658,987 27,327,938

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円) 
  新株予約権 68,188 76,992

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 30,590,798 27,250,946

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

49,601 49,410

項目
前事業年度

(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり当期純損失金額

当期純損失(△)(千円) △911,092 △3,955,140

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △911,092 △3,955,140

普通株式の期中平均株式数(千株) 49,673 49,501

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― ―

 (うち新株予約権) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益金額の算定に含め
なかった株式の概要

新株予約権

普通株式 266千株
なお、付与数については

株式数に換算して記載して
おります。

新株予約権

普通株式 296千株
なお、付与数については

株式数に換算して記載して
おります。



(重要な後発事象)

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

―――――

 

(連結子会社との合併)

 当社は平成22年２月12日開催の取締役会において、

平成22年７月１日付で、当社を存続会社とし当社の連

結子会社である大日本紙業㈱、日本ハイパック㈱、東

日本ハイパック㈱および新日本ハイパック㈱を吸収合

併することについて決議しております。 

 なお、合併の詳細につきましては次に記載のとおり

であります。

１ 合併の目的

 大日本紙業㈱および日本ハイパック㈱は、当社の

100％子会社であり、当社の生産機能を担ってまい

りました。また、東日本ハイパック㈱および新日本

ハイパック㈱は、当社の100％子会社であり、当社

の東北地区および信州地区の生産販売を行ってまい

りました。この度、グループ経営の効率化を図るた

め、大日本紙業㈱、日本ハイパック㈱、東日本ハイ

パック㈱および新日本ハイパック㈱を吸収合併する

ことといたしました。

２ 合併の要旨

(1)合併の日程

合併決議取締役会    平成22年２月12日
合併契約締結日     平成22年２月12日
合併予定日(効力発生日) 平成22年７月１日

 なお、本合併は、当社においては会社法第796条

第３項に定める簡易合併であり、大日本紙業㈱、日

本ハイパック㈱、東日本ハイパック㈱および新日本

ハイパック㈱においては会社法第784条第１項に定

める略式合併であるため、いずれも合併契約承認株

主総会を開催いたしません。

(2)合併方式

 当社を存続会社とする吸収合併方式で、大日本紙

業㈱、日本ハイパック㈱、東日本ハイパック㈱およ

び新日本ハイパック㈱は解散いたします。

(3)合併に係る割当の内容

 大日本紙業㈱、日本ハイパック㈱、東日本ハイパ

ック㈱および新日本ハイパック㈱は当社の100％子

会社であるため、本合併における新株式の発行およ

び資本金の増加ならびに合併交付金の支払はありま

せん。

(4)消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関

する取扱い

 該当事項はありません。



前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

―――――

 

３ 合併子会社の概要(平成21年12月31日現在)

(1)大日本紙業㈱

 ①事業内容：段ボール、印刷紙器、軟包装材およ

び紙製緩衝材の製造

 ②設立年月日：平成17年１月

 ③本店所在地：名古屋市中区錦三丁目14番15号

 ④代表者：取締役社長 横井義夫

 ⑤資本金：100百万円

 ⑥発行済株式総数：2,000株

 ⑦従業員数：184名

 ⑧純資産：△1,325百万円

 ⑨総資産：3,055百万円

 ⑩売上高：12,555百万円

 ⑪当期純利益：△1565百万円

 ⑫大株主及び持分比率 

ダイナパック㈱ 100％

 

(2)日本ハイパック㈱

 ①事業内容：段ボール、印刷紙器、軟包装材およ

び紙製緩衝材の製造

 ②設立年月日：平成17年１月

 ③本店所在地：名古屋市中区錦三丁目14番15号

 ④代表者：取締役社長 林 修

 ⑤資本金：100百万円

 ⑥発行済株式総数：2,000株

 ⑦従業員数：136名

 ⑧純資産：△1,443百万円

 ⑨総資産：2,636百万円

 ⑩売上高：10,308百万円

 ⑪当期純利益：△475百万円

 ⑫大株主及び持分比率 

ダイナパック㈱ 100％

 

(3)東日本ハイパック㈱

 ①事業内容：段ボール、印刷紙器、軟包装材およ

び紙製緩衝材の製造

 ②設立年月日：昭和41年１月

 ③本店所在地：福島市瀬上町字南中川原１番地の

１

 ④代表者：取締役社長 林 修

 ⑤資本金：447百万円

 ⑥発行済株式総数：6,247,200株

 ⑦従業員数：95名

 ⑧純資産：758百万円

 ⑨総資産：2,605百万円

 ⑩売上高：4,005百万円

 ⑪当期純利益：△19百万円

 ⑫大株主及び持分比率 

ダイナパック㈱ 100％



 
  

前事業年度
(自 平成20年１月１日
至 平成20年12月31日)

当事業年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

―――――

 

(4)新日本ハイパック㈱

 ①事業内容：段ボール、印刷紙器、軟包装材およ

び紙製緩衝材の製造

 ②設立年月日：昭和38年５月

 ③本店所在地：長野県松本市村井町北一丁目１番

地53

 ④代表者：取締役社長 林 修

 ⑤資本金：321百万円

 ⑥発行済株式総数：5,424,600株

 ⑦従業員数：43名

 ⑧純資産：452百万円

 ⑨総資産：2,133百万円

 ⑩売上高：3,120百万円

 ⑪当期純利益：△117百万円

 ⑫大株主及び持分比率 

ダイナパック㈱ 100％

 

４ 合併後の状況

(1)商号、事業内容、代表者、資本金および決算期の

変更はありません

(2)今後の見通し

 本合併による連結業績に与える影響は軽微であ

ります。



(平成22年３月30日予定) 

ａ)退任予定代表取締役 

 
  

ｂ)代表取締役の異動 

 
  

ａ)退任予定取締役 

 
  

ｂ)その他の取締役の異動 

 
  

6. その他

(1) 役員の異動

①代表取締役の異動

新 氏名 旧

取締役会長 飯田 真之 代表取締役社長

新 氏名 旧

代表取締役社長 小嶋  厚 代表取締役副社長

②その他の役員の異動

新 氏名 旧

非常勤顧問 林   修

取締役専務執行役員
営業本部長 
兼日本ハイパック株式会社代表取締役社長 
兼東日本ハイパック株式会社代表取締役社長 
兼新日本ハイパック株式会社代表取締役社長

非常勤顧問 横井 義夫

取締役常務執行役員
生産本部長 
兼大日本紙業株式会社代表取締役社長 
兼神原段ボール株式会社代表取締役社長

非常勤顧問 早川 貞幸
取締役常務執行役員
開発設計本部長

常務執行役員 
みよし事業所長 
兼神原段ボール株式会社代表取締役社長

前島 忠義
取締役執行役員
みよし事業所長

新 氏名 旧

取締役専務執行役員 
企画管理本部長 
兼大日本紙業株式会社代表取締役社長

森永 敏昭
取締役専務執行役員
企画管理本部長

取締役常務執行役員 
生産本部長兼生産技術部長兼資材部長 
兼日本ハイパック株式会社代表取締役社長 
兼東日本ハイパック株式会社代表取締役社長 
兼新日本ハイパック株式会社代表取締役社長 
兼多治見ダイナパック株式会社 
代表取締役社長

尾崎 正義

取締役執行役員
生産技術部長 
兼多治見ダイナパック株式会社 
代表取締役社長



ｃ)新任予定監査役 

 
(注) 上記監査役は平成22年３月30日開催予定の定時株主総会での承認を条件に、同日就任予定です。 

  

ｄ)退任予定監査役 

 

ａ)新任予定執行役員 

 
  

ｂ)退任予定執行役員 

 
  

ｃ)執行役員の異動 

 
  

該当事項はありません。 

新 氏名 旧

常勤監査役 
兼大日本紙業株式会社監査役 
兼日本ハイパック株式会社監査役

加藤 晴規 執行役員総務部長

新 氏名 旧

非常勤顧問 太田 道夫
常勤監査役
兼大日本紙業株式会社監査役 
兼日本ハイパック株式会社監査役

②執行役員の異動

新 氏名 旧

執行役員 
企画管理本部長付

伊藤 紀彦
カゴメ株式会社
情報システム部長

新 氏名 旧

― 竹内 康朗
執行役員
内部監査室長

株式会社ユニオンパック代表取締役社長 坂田 則久
執行役員
兼株式会社ユニオンパック代表取締役社長

― 橋本 英二
執行役員
資材部長

常勤監査役 
兼大日本紙業株式会社監査役 
兼日本ハイパック株式会社監査役

加藤 晴規
執行役員
総務部長

新 氏名 旧

常務執行役員 
みよし事業所長 
兼神原段ボール株式会社代表取締役社長

前島 忠義
取締役執行役員
みよし事業所長

常務執行役員 
兼大日本紙業株式会社専務取締役 
つくば工場長 
兼富士ハイパック株式会社代表取締役社長

松本 博徳
執行役員
兼大日本紙業株式会社取締役つくば工場長

執行役員 
営業本部長兼営業企画部長 
兼東部営業部長兼つくば営業部長

佐藤 広之

執行役員
営業副本部長(関東東北地区担当) 
兼営業企画部長兼東部営業部長 
兼つくば営業部長

執行役員 
内部統制監査室長

西尾  伸
執行役員
内部統制室長

執行役員 
兼新日本ハイパック株式会社代表取締役常務 
営業部長

高瀬 孝夫
執行役員
営業副本部長(中部地区担当) 
兼中部営業部長

執行役員 
開発設計本部長兼営業副本部長 
兼中部営業部長兼製品開発部長 
兼企画設計部長

林  延行
執行役員
新日本ハイパック株式会社代表取締役常務 
兼営業部長

(2) その他
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